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 衆議院総選挙を４日後にひかえています。こ

んどの総選挙は 1955年以来続いた日本の政治
に大きな変化をもたらすであろうといわれ、歴

史的変化の節目にあたるといわれます。このよ

うな時点において、韓日関係の新しいあり方に

ついて考えてみるのは、私としても非常に意義

深いことであると思います。 
 私事で恐縮ですが、一昨日、青山墓地内の金

玉均氏の墓を訪れました。波乱に富んだ 
彼の生涯とともに、１世紀あまりにわたる韓日

関係について考えさせられました。彼は 1884
年（明治 17年）韓国の朝廷において同志とは
かり、日本の援助を頼みとして、いわゆる甲申

政変を起こしました。韓国の開化を主張しまし

たが、三日天下に終わりました。頼みとした日

本軍の援助を受けることができず、日本に亡命

し、後に上海で刺客の手により命を失った先覚

者的政客でありました。 
 私が冒頭にこのように申しあげるのは、最近

の韓半島を囲む国際情勢が、19 世紀後半の情
勢と似ているということをいう人々が、私の国

で少なくないからです。しかし、21 世紀を目
の前にした今日の韓国と日本と、１世紀前の韓

国と日本とでは大きな違いがあることはいう

でもないことです。 
 私は、20 世紀後半の今日、特に冷戦終結後
の国際情勢の激変に伴い、この地球の安定と繁

栄のため、韓日両国の協力がかつてないほど要

求される今日において、望ましい韓日関係のあ

り方は何であろうかということにつて、考えた

いと思います。まず、韓国の新政府出帆と新外

交政策についてご説明申しあげ、韓日関係の現

状、それから新しい韓日関係のあり方の順にお

話したいと思います。 
 
｢新しい韓国」の創造へ 

 ご承知のように２月25日、金泳三氏が第 14
代の大統領に就任されました。金大統領の就任

は 32年ぶりの文民時代の幕開けを意味するも
のとして、韓国国民は心から歓迎をしています。

大統領は就任演説で、より自由で、より成熟し

た民主社会、正義が大きな河のように流れる社

会、人間の品位が尊重される国家、つまり「新

韓国」の創造のため、いわゆる「韓国病」の治

療を、第一の課題として取りあげました。韓国

病の治療のために、大統領は社会のすみずみに

ある不正と腐敗をえぐり出し、低迷している経

済を再活性化させると同時に、近代化のスロー

ガンの下に行われてきた経済建設のかげで、ゆ

るんだ国家の紀網を立て直すことを宣言しま

した。 
 韓国ではいま韓国社会の構造的な矛盾をた

だすために、聖域のない幅広い改革が進められ

ており、その内容は日本のマスコミを通じても

よく報道されている通りです。しかし、新韓国

は一夜にしてできるものではありません。忍耐

と時間、そして苦痛を伴うものです。特に経済

の再活性化につきましては、急速な賃金の引き

上げが、韓国経済の競争力に大きな負担となっ

ているため容易ではありません。 
 大統領は、国民がこの苦痛を分かち合うこと

を求めるとともに、大統領自らがその「苦痛の

分担」を率先して実践していくことを、国民の

前で誓い実行しております。大統領がいう苦痛

の分担は、ただ一緒に苦しもうということでは

ありません。みんなが力を合わせて苦痛を克服

し、それによってもたらされる幸福をも、一緒

に分かち合うことを意味するものであります。

新政府とともに韓国国民は新たな活気にあふ

れています。みんなで力を合わせ新韓国を創造

しようとする決意に満ちています。日本の皆さ

まからも、韓国で行われている、このような歴

史的な改革に対して、声援を送っていただけれ

ば幸いです。 
 
冷戦後に対応した新外交 

 ５月24日、金泳三大統領はソウルで開かれ
た太平洋経済協議会（ＰＢＥＣ）第 26回総会
の演説で、冷戦終結後の国際情勢の転換期にお

ける、韓国の新しい対外政策を発表しました。

これまでの韓国は冷戦状況下、南北対立という

厳しい環境の中で、安全保障とそのバックボー

ンとなる経済建設、すなわち一面国防、一面建

設といった以外のことを、およそ考える余裕が
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あまりなかったことは否定できません。いわゆ

るモノトーン的な外交政策でこと足りたと思

います。しかし、韓半島にはいまだ冷戦構造が

存在するとはいうものの、グローバルな次元に

おいては冷戦構造は崩壊し、南北とも国連の一

員となったいま、新しい外交政策が要求される

ことは当然であります。 
 この「新外交」の主な内容は、第一に、自由

民主主義、福祉、人権といった人類の普遍的価

値を尊重し、道徳性に基づいた積極的な外交を

展開するということであります。韓国が、国際

平和、軍備管理、貧困の退治等の全世界的な問

題の解決に、より一層積極的に取り組んでいく

ということです。アジア・太平洋地域の多国間

安保対話についても、積極的にすすめていくと

いうことです。 
 第二は、北韓つまり北朝鮮の存在を競争の相

手ではなく、ともに生きていく「同伴者」とし

て受けとめ、漸進的で平和的な韓半島統一を目

指すことです。まず、和解と協力の段階、そし

て南北連合の段階を経て、一つの統一国家にな

るというのが、私たちが想定している望ましい

平和的統一のプロセスです。韓国は北朝鮮が国

際社会の責任ある一員として参加していくの

ならば、これにたいする協力を惜しまないとい

うのが、私どもの政府の方針です。しかし、そ

の前提として、核問題が解決されなければなら

ないというのは言うまでもありません。 
 第三は、経済の開放化と国際化の推進であり

ます。世界経済が東アジア、北米、ヨーロッパ

の三大経済圏に分離され、排他的な関係に置か

れるのは望ましいことではありません。この地

域においては、アジアと北米がＡＰＥＣを中心

に、開かれた経済体制によって連結されるべき

であります。アジア・太平洋地域における協力

をより一層発展させる方策として、韓国政府は

ＡＰＥＣ首脳会議を実現させるために積極的

に努力していきます。 
 以上、韓国の新外交の基調について申しあげ

ましたが、ここで、ぜひ強調しておきたいのは、

新外交政策はあくまでも日・米など伝統的な友

好国との協力関係の維持を、その機軸にしてい

る点であります。 
 自由民主主義と市場経済という価値をとも

にしている、日・米との協力を外交の基本にす

る方針には、これからも変わりはありません。

激変している国際情勢の中で新しい秩序が模

索されている今日こそ、このような韓・日・米

の伝統的な友好協力関係を大事にしていかな

ければならないと思います。 
 
目ざましい発展を遂げた韓日関係 

 1965 年、韓日国交正常化以降の両国関係を
ふり返ってみれば、実に目ざましい発展と変化

があったことを認めざるを得ません。65 年当
時、２億ドルに過ぎなかった両国間の年間貿易

量は今では 300億ドルを超え、28年間で 150
倍以上の成長を果たしました。人的交流も飛躍

的に増加しました。ここ数年、毎年 200 万人
以上の人的交流が行われています。日本は、韓

国国民にとっては第１の訪問相手国です。韓国

は、日本国民にとっての第二の訪問相手国にな

っています。日本の 17の都市から、直行便が
韓国のソウル、釜山、済州島などへ毎週 228
便も飛び立っています。 
 政府レベルの公式交流も活発に行われてお

ります。国交正常化の後、67年と 71年に佐藤
総理が、74 年には田中総理が、それぞれ韓国
を訪問しました。83年には中曽根総理と 84年
全斗煥大統領がお互いの国を初めて公式訪問

しました。その後も廬秦愚大統領の訪日、竹下

総理、海部総理の訪韓が続きました。昨年１月

には宮沢総理が就任後初めての外国訪問先と

して韓国を訪問し、また 11月には廬秦愚大統
領と宮沢総理との京都会談が開催されました。

また宮沢総理は金泳三大統領の就任に際し、金

大統領を日本へ招待いたしました。このように

首脳外交の頻度が最近加速化されていること

も、韓日関係が日増しに密接になっている証の

一つではないでしょうか。 
 韓日関係がこのように密接になっているな

かで、最大のテーマはやはり未来志向的な二国

間関係の構築であります。しかし、いまだに両

国の間には、不幸な過去の歴史に由来する諸問
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題が、未来志向型の関係を構築するための足か

せになっています。特に去年は従軍慰安婦問題

が両国間の“ホット・ポテト”となり、日本国

内ではいわゆる嫌韓論または反韓論の登場に

まで至り、両国民間の感情的反発のもととなり

ました。また慢性的な対日貿易赤字の問題もた

びたび政治問題となり、健全な関係発展に障害

として作用しています。しかし、国家間の関係

が緊密になればなるほど、さまざまな問題が生

じるのは当然です。このような問題を感情的次

元でとらえるのではなく、理性的な立場でいか

に克服し、より強固で健全な関係に発展させて

いくかが重要なことは言うまでもありません。 
 このような見地から、新しい韓国政府は韓日

間の貿易赤字の是正問題に関しても、これまで

の両国間の是正努力を引き続き行なうととも

に、経済問題の解決は経済理論に則して解決す

る、との考え方をもって臨んでいます。 
 
地域の平和と安定への寄与 

 両国は地理的に一衣帯水の関係にあるばか

りでなく、歴史、文化面から見ても、深いつな

がりであることはご承知の通りです。 
 特に冷戦体制の崩壊以降、国際情勢が急変し、

新たな国際秩序の構築が要請されている今日、

両国間の協力は過去のいつの時期よりも、重要

な意味を持っていると思います。第二次大戦以

後、日本は敗戦の中から民主国家として再出発

し、今や世界第二の経済大国となり、国際的貢

献を通じての大きな役割が期待されるように

なりました。韓国も 1950 年から 53 年の韓国
戦争の惨禍から立ち直るとともに、60 年代に
は国の工業化をはかり、毎年 10％前後の高成
長率を維持しながら発展を成し遂げ、88 年に
はアジアでは日本に次ぐオリンピックの開催

国になりました。両国は、アジア・太平洋地域

で最もダイナミックな経済発展を遂げてきた

国として、相互の確固たる協力関係を通じて、

地域の平和と安定そして繁栄に大きく寄与す

ることができる立場になっております。その意

味において、世界各国は両国の協力関係の行方

を注意深く見守っていると言っても過言では

ありません。 
 国際社会から韓日両国に期待されている役

割を果たしていくためには、何よりも韓半島が

平和と安定を保つことが最も重要であります。

現在韓半島における最大の不安要素が、北朝鮮

の核問題であることは言うまでもありません。

北朝鮮の核問題が完全に解決されるためには、

北側がＮＰＴに完全復帰し、ＩＡＥＡによる完

全な核査察を受け入れるとともに、韓半島非核

化共同宣言を誠実に履行しなければならない

というのが、私どもの基本的な立場であります。

このような背景の下で、今は南北対話も膠着状

態に陥っております。が、北朝鮮がこの問題の

解決のための明確な意思を示してくる場合に

は、おのずから南北対話にも進展がみられると

思います。 
 ここで一つ申しあげておきたいのは、北朝鮮

の核問題への対応において、韓・日・米三国間

の共同努力が非常に効果的であったというこ

とであります。この場をお借りして、日本のご

協力に対して感謝を申しあげるとともに、今後

とも日・米両国からの緊密な協力を期待する次

第です。さらに北朝鮮と国交樹立に関する交渉

を行っている日本に対しては、我が国としては、

その交渉が北の核問題解決と、韓半島の安定に

役に立つ方向で進められることを期待いたし

ます。 
 ここで少しアジア・太平洋地域における安保

協力問題について触れさせていただきたいと

思います。この地域ほど信頼醸成と協調関係の

確立が求められているところはないと思いま

す。そしてその協力体制の構築において、韓国

と日本の役割が非常に重要なのは言うまでも

ありません。冷戦の終結により、アメリカと旧

ソ連という両大国間の緊張事態が、発生する可

能性は遠のいたわけですが、アジア地域には以

前として北朝鮮の冒険的政策など、不安定要素

が多く残っております。最近アジア地域におけ

る安保協力の論議が活発に行われているのも、

このような背景からであると思われます。 
 韓国政府としては、金大統領が「新外交」政

策を通じて明らかにしたように、去年のＡＳＥ
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ＡＮ拡大外相会議から始まったアジア・太平洋

地域安保対話を積極的に支持し、長期的には北

東アジアにおいても小規模の欧州安保協力会

議（ＣＳＣＥ）型の安保体制を模索してみたい

という考え方を持っています。韓日両国は緊密

な協力関係の下で、アメリカとそれぞれ二国間

安保協力体制を維持しながら、アジア・太平洋

地域の平和と安定により重要な役割を果たし

ていかなければならないと思います。 
 このように国際社会における韓日両国の協

力関係が、かつてないほど重要になっている中

で、韓日関係を二国間関係の狭い視野の中だけ

でとらえることは、もはや時代遅れになりつつ

あると思います。国際的な枠組みの中で相互に

協力し合うことが、双方の利益になる時代がや

ってきたのです。この新しい時代においては、

先入観と固定観念を持って相手を見るのでは

なく、相手を客観的に見る柔軟な姿勢が大事で

す。韓日両国とも、アジアの中の韓日関係、世

界の中の韓日関係、そして未来の韓日関係を考

えていかなければなりません。経済、環境、軍

縮、人権、人口問題など、韓国と日本が力を合

わせて立ち向かうべき国際問題は尽きません。

もちろん韓国にとっても、これから国際舞台で

の役割を有効的に果たすためには、日本とのパ

ートナー的な連帯が望ましいものです。一方、

日本にとっても、国際的により大きな役割を求

められている中で、日本にふさわしい役割を果

たすためには、アジア諸国、中でも一番近い隣

国である韓国との友好協力関係が最も重要で

あろうと思います。 
 
新しい出発と過去の歴史問題 

 このように未来に向けた新しい韓日関係が

要請されているのが、時代の流れであるにもか

かわらず、両国間には何か歴史的なモーメント

があるたびに、なぜ繰り返し過去の清算問題が

出てくるのでしょうか？それは日本政府とい

うより、日本の一般国民の過去の歴史に対する

認識に問題がある、と韓国国民が理解している

ためであります。ドイツの場合、戦前のナチス

の行為に対しては、人類に対する犯罪であった

という認識については、ドイツ国民も政府もい

ささかもやぶさかでなく、これは犯罪として厳

しく取り扱ってきたことは周知の事実であり

ます。そのような認識の下で、新しい西ドイツ

と西ヨーロッパ諸国との関係が発展してきま

した。過去、百数十年間にわたって血を流しあ

ったドイツとフランスの関係が、今日のように

信頼と相互協力関係に発展してきた背景には、

このような生まれ変わったドイツに対するフ

ランス国民の信頼があって、はじめて可能なこ

とであったことは言うまでもありません。 
 この点を日本でも国民的な次元において考

えていただきたいのであります。加害者は忘れ

ていることも、被害者は長く憶えているという

ことは、一般の人間関係においてよく見受けら

れるところです。この問題と関連して、私は最

近日本のある新聞で、次のようなコラムを読ん

で非常に心強いものを感じました。 
 それは「韓国などアジア諸国における、日本

の過去に対する厳しい意見を考えるとき、日本

は現在の立場をより明確にし、その過去を認め

る必要がある。今はこの地域における協力増進

のための枠組みをつくるべき時期だからであ

る」という内容のものでした。 
 また最近新宿で開かれた「７３１部隊展」を、

日本の若者たちが中心になって準備したとい

うことを、テレビ放送で見ました。日本の若い

世代が、過去の歴史の真実を追求しているその

姿に対し、私は敬意を表する次第です。過去の

歴史に対する認識というのは、両国がお互いに

相手を正しく理解し合うことにおいて、核心的

な要素であります。日本が過去に関する認識と

未来に対する決意を明らかにして、韓国をはじ

めアジア諸国の日本に対する不信感を払い、新

しい時代の協力関係の構築に道筋をつけてく

れることを、心から期待いたします。 
 ここで一つのエピソードを紹介したいと思

います。かつて駐日韓国代表部大使として、

1958 年第４回韓日会談の主席代表を務めた、
故金裕澤元韓国銀行総裁の回顧録の中に出て

くる話です。 
 日本では最も反日的な人物として知られて



5 
 

いる韓国建国の父、李承晩初代大統領が 1958
年に、金総裁を駐日大使に任命する席上で次の

ように語ったと言われています。「私は日本と

国交正常化をさせるために、金大使を日本に行

かせるのではない。今は日本と国交正常化をす

る時期ではない。少なくとも現在 40歳以上の
韓国人がすべて亡くなった後でなければ、本当

の国交正常化はできない」。つまり、日本の統

治時代にいわゆる皇民化政策のもとで教育さ

れた人々の影響をなくして、はじめて独立国家

としての国民意識が確立されるという意味で

あると思います。 
 李承晩大統領にまつわるもう一つの有名な

エピソードは、50 年２月に吉田総理と初めて
会った時のものです。吉田総理が、「韓国には

今も虎が多いか」と聞いたところ、李大統領は

即座に「昔、加藤清正という人が皆捕らえてし

まって、今はもういない」と言ったという話で

す。 
 これが35歳のときに日本によって国の独立
を奪われ、長い歳月、海外を漂いながら独立運

動に一身を捧げた、老政治家の韓日関係に対す

る考え方の一端でありました。今年ですでに韓

日国交正常化から 28年になります。多少逆説
的な言い方になるかもしれませんが、戦後の若

い世代が中心になっている今こそが、韓日両国

において、これ以上過去にとらわれずに、真の

未来指向の関係を築きあげることのできる時

ではないでしょうか。私は先日神奈川県の長洲

知事を表敬訪問した際、非常に望ましい光景を

目にしました。韓国の京畿道の地方公務員が、

１年間の出向で神奈川県庁に来ていました。神

奈川県からも京畿道に職員を出しているとの

ことです。また、大阪府でも釜山市と職員の相

互交流を行っていることを知りました。 
 以上、新しくかつ望ましい韓日関係のあり方

についてお話しましたが、最後に一言申しあげ

たいと思います。 
 韓日関係を発展させるためには政府次元の

努力だけでは限界があり、何よりも国民的レベ

ル、つまり草の根レベルの相互理解と信頼がな

ければ、それは砂上の楼閣になる恐れがありま

す。特に韓国と日本の場合は、お互いをよく分

かっていると思いがちですが、そのような考え

方自体に問題があるかもしれません。相手をよ

く分かっていると決め込んでしまうことは、お

互いに起こった変化、または変わっていく姿を

認めたり理解する上で、障害になることもある

と思います。最近、韓国の識者の中では、この

ような見方をする人々が増えてきました。韓国

のマスコミも、深みのある日本レポートを報道

しています。これは大変良いことと思います。

繰り返しになりますが、過去の固定観念を捨て

て、お互いをより客観的に見て理解し合う努力

が、両国関係の発展において最も重要なことで

あると思います。そのためにも本日この席にい

らっしゃる、プレスの方々をはじめ両国の知識

人が両国国民に対して、正しい認識を伝えてい

くことが肝要であると思います。 
 このような見地から、両国関係を望ましい方

向にもっていくため、両国の識者は先導的役割

を果たす必要があると思われます。いましかる

べき人々の間で、静かにある種のフォーラム的

なものの結成が考えられています。日米間の下

田会議のような対話の場を設けてはどうか、と

いうことが話されております。 
 韓日両国はそれぞれの民主的発展と繁栄を

営み、アジア・太平洋地域の安定と平和に寄与

しながら、お互いに協力し合うことのできる無

限の潜在力を持っております。両国の国民が信

義ある交流を拡大していくならば、このような

潜在力が限りなく発揮できると信じて止みま

せん。 
 

質 疑 応 答 

 
和田（テレビ東京）いま日本では新党ブームと

いう状況になっています。従来は自民党一党支

配という形でしたので、日韓議員連盟その他も、

とにかく韓国との関係の中では自民党が中心

になってきた。しかし、その政治状況が変化を

示しつつある。 
 そこで、選挙後、社会党との関係をどういう

ふうにするのか？山花委員長は何回も訪韓し
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たいと言ってきたが、韓国側の受け入れるとこ

ろとならなかったようだが。 
 
孔 ご存じのように、日本側の日韓議員連盟は、

主に自民党と公明党と民社党の三党の議員の

先生方によって成り立っています。私どもは社

会党とも新しい関係を構築していきたいと考

えています。社会党も党大会に向けて新しい対

韓政策を打ち出すのではないかと聞いており

ます。適当な時期になれば、ぜひとも山花委員

長にも訪韓を実現していただきたい、と思って

います。 
 
ヒルシャー（南ドイツ新聞）クリントン大統領

が訪韓した際、米軍の撤退問題も話し合われた

と思いますが、ブッシュ政権のときに北朝鮮の

核問題が出たところで一時的に保留するよう

な形になって、それをクリントン大統領も再確

認したような感じですが、韓国側としては、こ

れに満足しているのですが。 
 
孔 東京サミットの後、クリントン大統領は、

土曜、日曜の両日訪韓し、板門店のブリッジ・

オブ・ノーリターンへも行きました。そのそば

の、有名な 1976年の斧殺人事件の現場の柳の
木の場所で、クリントン大統領は米軍の韓国駐

留を確認し、かつこの地域におけるアメリカの

役割も確認しました。北の核政策に対して、ア

メリカとしての強い懸念を表明しました。クリ

ントン大統領のこうした発言に対して、私ども

韓国政府および国民は非常に満足しています。 
 
韮沢（日経ＯＢ） 21 世紀に向けて新しい日
韓関係を構築したいという熱意に、強い感銘を

受けました。下田会議のようなものを日韓でつ

くりたいということでしたが、いつごろ発足す

るのでしょうか。もう一つ、北朝鮮の、特に核

の問題。日本にとっても大変な脅威ですので、

重大な関心を抱いています。北朝鮮の現状です

が、経済などはどのような状況になっているの

だろうか？ 
 

孔 フォーラムのことですが、韓昇洲外相が、

外相就任以前から進められていたものです。最

近、韓国側の方では資金の目当てもつきまして、

いま関係者間で話が進んでおります。いつ発足

するかまでは申しかねますが、現在進行中です。

下田会議に関係されている方々が、それに携わ

っているということも付け加えさせていただ

きます。 
 北側の核ですが、私がここではっきり皆さま

に申しあげられることは、北は非常に真剣に核

開発をしてきたという事実です。核開発のため

のいろいろな物資を手にしており、しかもその

開発に努力してきたいろいろな証拠がある、と

いうことをはっきり申しあげることができま

す。 
 北が核を保有しているのか、あるいはいつ保

有するのかは微妙な問題ですので、私が言うべ

き事柄ではないと思います。ただ、はっきりし

たことは、そのような北側の意志があるという

ことと、しかもそれに見合ったいろいろなマテ

リアルを持っているということです。 
 北の経済情勢は苦しい。食糧事情も非常に悪

いということは、いろいろな情報により確実で

す。最近、北側が団体旅行者の入国を禁止した、

と報道されています。いくつかの目的があると

思われます。一つは、もちろん国内にたいする

一種の緊張造成のためでしょうが、一方では団

体客のサポートの問題もあるでしょう。 
 私がロシアに在勤したころ、ソ連は北に協定

で年間 100 万トンの石油をサプライすること
になっていましたが、実際は 65万トン前後で
した。ハードカレンシーで決済するようになっ

た 91年には、４万 7000トンのサプライが 120
万に増えたことは事実ですが、非常に苦しい立

場にあるわけです。ことしの金日成主席の新年

のメッセージでも次の２点が強調されていま

す。  
 一つはエネルギーを増産したい。それから食

糧増産のための化学肥料の増産。この新年メッ

セージからしても、北側が苦しい状況にあると

いうことが見受けられると思います。 
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村田（共同） 従軍慰安婦問題をうかがいます。

日本政府はいま実態調査を進めており、最後に

韓国の従軍慰安婦の方々とか、団体から直接話

を聞いて、そこで一つの取りまとめをすること

になると思います。おそらく強制性という問題

についてもある程度認めることになると思う

んですが、それとともに基金などの形で、補償

に代わる何らかの措置をとりたい、というよう

な方針で進めているようです。このような一連

の措置がとられた場合、従軍慰安婦問題につい

て、一つの歴史的な決着が日韓間の国民の間で

図られるというふうにお考えでしょうか。 
 それから焦点となっている強制性の問題で

すが、従軍慰安婦全体についての強制性という

のが認められないことには、韓国としては納得

できないという部分が残るということなので

しょうか。 
 最後に金大統領の日本訪問の問題ですが、秋

にもいらっしゃるのではないかという話もあ

るますが、どのような状態になっていますか。 
 
孔 従軍慰安婦問題については、日本政府の第

二次調査の結果を持っている状態です。いわゆ

る従軍慰安婦たちと直接会って聞き取りをす

るということが、いま残っている次第です。あ

まり遠くない将来において、このような聞き取

りが直接韓国で行われるというふうに、私は理

解しております。 
 そういうことになりますと、日本側の実態調

査の結果が発表されると思います。そのような

発表がされ、かつ、これが韓国国民の理解を得

るというようなことになれば、これは両国の国

民間で一つの決着がついたということではな

いかと思います。そのような韓国国民の理解を

得られるような在り方のために、私どもが日本

側に要求してくるいくつかの点があります。 
 一つは日本側において強制性を認めてもら

うということ。それによって従軍慰安婦の名誉

が回復されるということが非常に大事です。次

は、従軍慰安婦問題の全体的な真相をなるべく

明らかにしてもらいたいということ。もう一つ、

これを今後の新しい韓日関係において、一つの

歴史のレッスンとして、日本側に受けとめても

らいたい。この３つが韓国側の最小限度必要な

ことと主張している点です。 
 強制性の問題に関しては、いろいろな議論が

あるかと思いますが、戦争という大きなマクロ

的な立場からみて、強制性というのは認めるこ

とが難しいことではない、と私は思います。第

二次大戦当時、韓半島においては総監府により

いろいろな政令が出され、韓半島の青年に対す

る徴兵令とか徴用令とか、女子挺身隊の問題と

か、いろいろな強制的な措置がとられておりま

す。したがって、強制性の認定についてはあま

り難しく故考えることはないだろうと、私ども

はかように信じて、我々の考え方を日本政府に

機会あるごとに伝えています。 
 そのようないくつかの点がはっきりした場

合、韓国側としては一つの決着であるというふ

うにみるつもりです。我々は金銭的な補償を求

めているわけではありません。すでに韓国政府

により、生存している従軍慰安婦に対しては、

それなりの生活保護のためいろいろな補償を、

私どもの方で行いました。日本側に求めている

のは、この方々の名誉回復的な措置です。 
 金大統領は就任当初、少なくとも半年の間は

内政に専念する、という立場を明らかにされて

います。外国訪問の話もちらほら新聞には出て

いますが、これといった確定した決定はまださ

れていません。 
 
榊（毎日） ＮＰＴ(核拡散防止条約)の延長問
題についてうかがいます。95 年に会議を開く
ということで、各国がそれぞれ対応を考えてい

るところです。この間のサミットでは、他の国

は全部無期限延長ということを言ったにもか

かわらず、日本だけはまだ十分な協議が出来て

いないというようなことで、無期限ということ

についてはにわかに賛成しておりません。その

理由の一つには北朝鮮の核開発の問題という

ようなことも背景にあるということなんです。

そういういまの日本の姿勢を韓国の政府は、ど

のように受けとめているのか。 
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孔 私どももこのことは新聞を通じて承知し

ていますが、日本政府の考え方の背景に関して

は遺憾ながらまだ存じておりません。しかし私

としましては、日本がいわゆる非核三原則をし

っかり守っていかれることが望ましいと考え

ます。 
 ＮＰＴをいまの状況で無期限に延長するこ

とに若干のリザベーション(保留)をつけた、日
本政府の考え方の背景にどのような理由があ

るかをもう少しはっきりさせ、透明性と、いわ

ゆる明瞭性を与えてしかるべきであると思い

ます。今後いろいろなフォーラムにおいて、ま

た公式チャンネルにおいても論議し合ってい

くべき問題であると思います。 
 

村野（ＮＨＫＯＢ） こういうことをうかがう

べきかどうか大変迷っていたんですが、質問さ

せていただきます。大使のお話の中に、李承晩

大統領が 40歳以上の人間がいなくならなけれ
ば、というお話がありました。しかしその後、

私どもからしますと、排日という言葉を使った

方がいいのかもしれませんが、韓国においては

徹底した民族教育が実践されてきました。 
 そのために誤って伝えられた部分もあるか

もしれませんが、第二次大戦後の日本人の韓国

の人たちに対する感情がかなりいろいろな点

で歪められたということもあります。 
 私は70歳ですので、戦争が終わった時は 20
歳そこそこでした。過去の日本が朝鮮半島と台

湾に２つの植民地を持っていたということも

よく知っているわけです。もちろん、ある国が

覇権を用いて宗主国となって、植民地を持つと

いうことはあってはならないことだというこ

とは、いまは十分承知しています。 
 しかしながら、いろいろな事情がからんでは

いると思いますが、台湾のケースと比較しても、

お国の人たちの日本に対する感情というのは、

われわれが考える以上に徹底的です。日本に対

する憎悪感というか、あるいは日本が行った罪

悪を厳しく指摘されてきました。そうした排日

的、あるいは反日的という環境の中で、日本に

対する教育を受けられた人たちが、いまどのく

らいお国の指導者層になられていて、その方た

ちの日本に対する感情はどうなのだろうか。今

日の日本を引っぱっている中核層は 40代ぐら
いの人たちで、この人たちは戦争を知りません

し、かつて植民地に対して日本がとった態度も

知りません。これから 21世紀を目指して、新
しい日本の指導者層と、戦後かなり厳しい反日

教育を受けたお国の方たちとの関係はうまく

いくのだろうか。先ほど提案のフォーラム設置

などとも関係があるのかもしれませんが・・・。

大使もそうだと思いますが、中間の世代にある

ものとして心配な点があるものですから、あえ

て質問させていただきました。 
 
孔 韓日関係のいわゆる核心的な問題に触れ

られていらっしゃる、と私は思います。私は台

湾あるいは中国人のことをあまり知りません。

ただ、邱永漢さんの「日本人と中国人」でも若

干触れていますが、韓国と中国との違いという

ことはいくつか言えると思われます。 
 一つは中国人の中華思想的な考え方から、

10 何年に及ぶ日本の帝国軍政下にあっても、
彼らは侵略とは言いましょうが、いわゆる植民

地化というふうには全然感じていないと私は

思います。そういうことを認めると、中華思想

があまりにもみすぼらしくなるわけです。そう

いう意味から行って、大国的な考え方が中国に

はあると思われることが一つ。 
 いま一つ違うことは、韓国は実は35年の植
民地支配ですが、その中身をみますと、1895
年前後からもうちょっと前にさかのぼっても

いいのですが、いわゆる日清戦争後の韓半島に

おける日本の影響というのは実際は膨大でし

て、それがただ 1910年に正式に植民地となっ
たということなのです。 
 非常に長い間、国を奪われ、しかも中国では

ないことが韓国では行われたわけです。従軍慰

安婦の問題は、氷山の一角です。植民地時代の

最後のころになってきますと、私自身もその被

害者ですが、英語で言えばジャパナイゼーショ

ン(皇民化政策)が行われるわけです。私は小学
２年で名前を変え、45年の８月 15日に元の名
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前をとりもどしました。こういうことが根強く

韓国には残っているということです。 
 韓国には独立記念日があります。日本統治時

代のいろいろなことが展示されています。われ

われはこれをもって反日教育というよりは、今

日の独立を守るべきであるというふうな、われ

われのリマインダーとして考えています。歴史

は忘れることはできない。金大統領は「歴史は

忘れないけれども、過去の過失に対しては、わ

れわれは寛容な姿勢で臨む」というような言い

方をされています。このような考え方をわれわ

れは基本的に持っています。 
 1958 年には李承晩大統領が金大使に言った
「40 歳以上の人」というのは、いま計算して
みますと、大ざっぱに言って 75歳になってい
るはずです。現在の韓国のエリート層はいわゆ

る戦後の人たちが圧倒的に多い。新しい韓国の

教育を受けた人々です。そのような、いわゆる

日本側からみて反日教育を受けたという人々

の中で、私が冒頭で申しあげましたように、も

っとしっかり日本を勉強しよう、もっと客観的

で、そしてクールなとらえ方をしなければなら

ないという考え方が強まっています。日本を分

かっているようで分かっていないのではない

だろうか、という反省です。テレビなどでも、

日本のいろいろないい部分を深層部にまで深

く迫ってリポートする番組も増えてきていま

す。 
 私が望ましい、しかも新しい韓日関係という

ことを強調しているのは、そういう事実を踏ま

えてのことであります。日本側としましても、

この点をご理解いただきたいと思います。歴史

の認識において、とかく韓国人の目から見まし

て、日本国民一般はやややぶさかであるという

ことです。 
 ドイツ、フランスのように、本当に信頼に基

づいた友好協力関係を樹立していかなければ

ならない。そのためには、やはり歴史に対する

正しい認識ということが望ましいのでさりま

す。 
 これは私個人の意見として申しあげますが、

中国との間で議論がある南京事件についても、

政府と著作者の間でいろいろ意見交換がなさ

れているということは、新聞で読んで知ってい

ます。何か本来の目的が失われているような感

じがします。数字の問題ではないのではないか。

もっと根本的な問題です。数字が 30万になっ
た場合と 10万になった場合と１万になった場
合、それで何が違うのかということなんです。

歴史の正しい認識、それに基づいた相互の関係

というのが、本物の信頼になり得るというふう

に感じます。非常に勝手なことを申しあげるよ

うですが、それがやはり今後の新しい関係のも

とになるということで、再三強調させていただ

きます。     
文責・編集部 
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